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【進捗状況】

Ａ
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Ｄ

【次年度方針】

新規

継続

充実

改善

縮小

廃止 事業を廃止する

事業規模を縮小する

事業の見直し、改善を図る

事業の充実、強化を図る

現行どおり、事業を継続する

新規事業の実施

未実施

【調書の進捗状況及び次年度方針の見方】

計画の１～５０％未満の実施

計画の５０～１００％未満の実施

計画どおり実施済み

施策目標の0%～20%達成

施策目標の20%～40%達成

施策目標の40%～60%達成

施策目標の60%～80%達成

施策目標の80％～100％達成
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基本
目標

施策
目標

子どもの多様性に応じて様々な受け入れ体制を充実して
いくとともに、清瀬市子どもの発達支援・交流センターで障
害のある子どもの理解を深めるための研修・講座を実施し
て人材を育成するなど、障害児保育の充実を図る。

障害児放課後等育成事業の実施

学校における「総合的な学習の時間」を活用した福祉教
育の実施

第１節　子どもの療育・教育の支援体制の整備

障害者計画　 第２章　障害のある人がいきいき暮らせるまちづくり

取組・方針施策目標基本目標

早期発見機関としての「健康センター」、早期療育支援機
関としての「清瀬市子どもの発達支援・交流センター」、子
育て全般に係る相談等を担う「子ども家庭支援センター」
の３センター体制を構築し、虐待予防を含めた総合的な福
祉を推進する。

健康センターでの乳幼児健診事業と清瀬市子どもの発達
支援・交流センターが連携して療育を必要とする乳幼児へ
の発達支援と家族への早期支援が実施できる体制を整備
する。

療育システムの構築

清瀬市子どもの発達支援・交流センターが拠点とな
り、子どもや家族に必要な療育が受けられるよう総
合的な地域療育システムを整備する。

特別支援学校、特別支援学級等に在籍する障害のある児
童及び生徒を対象とした、障害児放課後等育成事業は児
童福祉法に基づく放課後等デイサービスに移行したが、
今後も子どもの安全と自立、福祉の増進を図る。

学校における「総合的な学習の時間」を活用し、児童・生
徒が特別支援学校や障害者施設、高齢者施設などを訪
問するなどして福祉や健康をテーマに掲げる課題学習を
推進する。

清瀬市子どもの発達支援・交流センターが拠点となり、子
どもや家族に必要な療育が受けられるよう総合的な地域療
育システムを整備する。

健診後フォローと関係機関連携の充実

早期発見・早期療育体制の充実

子どもの多様性に応じて様々な受け入れ体制を充
実していくとともに、清瀬市子どもの発達支援・交流
センターで障害のある子どもの理解を深めるための
研修・講座を実施して人材を育成するなど、障害児
保育の充実を図る。

障害児保育の充実

障害のある子どもを持つ家族を支える相談や支援など、教
育部門・福祉部門・保健部門の連携により、就学前から就
学中、就学後までの系統的な支援策を推進する。

清瀬第八小学校の通級指導学級において、引き続き個々
のニーズに応じた教育機会を提供する。

教育委員会や教育関係団体等と連携し、障害のある子ど
もたちが学びやすい環境の整備を推進する。

学びやすい教育環境の整備

教育委員会や教育関係団体等と連携し、障害のあ
る子どもたちが学びやすい環境の整備を推進す
る。

教育部門・福祉部門・保健部門の連携

通級指導の実施
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基本
目標

施策
目標

生涯学習の充実

清瀬市長期総合計画に基づき生涯学習の機会と
場の提供を図る。

法定雇用率の維持・向上

清瀬市障害者就労支援センターワークル・きよせを中心と
した就労支援体制の充実

第２節　社会参加や就労の促進

年１回実施しているスポーツ交流会を更に充実して地域交
流の活性化を図るほか、国や都が主催するスポーツ大会
への参加の積極的な支援、活動場所の確保などを関係機
関に働きかける。

「清瀬市障害者就労支援センター　ワークル・きよ
せ」と公共職業安定所、障害者職業センターほか関
係機関ならびに事業所等との連携を深め、障害の
ある人たちの就労支援体制を充実する。

現在図書館で実施している対面朗読サービスや音訳サー
ビス、図書の宅配サービスなど障害の状況に配慮した各
種サービスの更なる拡充に努める。

障害のある青少年を対象とした「青年学級」など、行事やグ
ループ活動を通じた社会参加や相互理解を深め、地域で
いきいきと過ごせるような場の提供と更なる活動の充実を
図る。

授産施設や就労継続Ｂ型事業所の工賃向上のため、パン
等の一部製品を市役所及びワークル・きよせ以外の公共
施設等への販路確保や共同受注体制の整備などの支援
を検討する。

市職員の障害者法定雇用率を現在の水準の更なる向上
に努める。

「清瀬市障害者就労支援センター　ワークル・きよせ」と公
共職業安定所、障害者職業センターほか関係機関ならび
に事業所等との連携を深め、障害のある人たちの就労支
援体制を充実する。

経済的負担の軽減及び生活圏の拡大等のため、引き続き
本事業を実施するとともに、制度の周知を図る。

基本目標 施策目標 取組・方針

授産製品の販路拡大

清瀬市長期総合計画に基づき生涯学習の機会と場の提
供を図る。

自動車ガソリン費補助及び福祉タクシー利用助成事業の
実施

市主催行事への参加促進

文化・芸術活動の充実

障害者スポーツ、レクリエーションの充実

図書館サービスの充実

ふれあい事業の充実

市が主催する各種行事に、障害のある人たちが積極的に
参加し、ともに活動する機会が確保されるよう、障害のある
方々の意見を十分に聞きながら、参加しやすい環境を整
備する。

文化・芸術活動の場を充実するとともに、一般の文化・芸
術活動の場に障害のある市民が参加しやすくなるよう環境
の整備や必要な支援を行う。

社会参加活動の支援
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基本
目標

施策
目標

基本目標 施策目標 取組・方針

第２節　福祉のまちづくりの推進

１．公共施設の整備改善
歩行環境の整備

公共施設等のバリアフリー化・ユニバーサルデザイン化の
推進

ボランティアの自主性や自立性を尊重しながら、希望する
市民がボランティア活動に参加しやすい環境を整備する。

市民相互のふれあいと福祉への理解を深めるため、イベン
トやボランティア体験等、障害の有無に関わらずより多くの
市民が参加し、交流できる環境をつくる。

「障害者週間」の趣旨の周知とともに、市民の理解を深め、
様々な分野の活動に積極的に参加する意欲が高まるよう
普及と啓発を充実する。

市内にある障害者施設の利用者と地域住民の交流が活発
になるよう、各種交流事業を支援する。

ノーマライゼーションの理解と実践に向けた啓発・広報活
動を継続的に実施していく。そのため市のホームページな
どで障害者福祉に関する情報を発信していく。

市民同士が地域で支えあいながら暮らしていくために、障
害の有無にかかわらず、ともに活動する機会を増やしてい
くよう努める。

イベント等による市民交流

「障害者週間」の普及・啓発活動の充実

地域と施設の交流促進
１．啓発・交流活動の推進

啓発・広報活動の充実

ともに活動する機会の増大

ボランティア活動への総合的な支援２．ボランティア活動の推進

公共施設等の整備にあたっては、「東京都福祉のまちづく
り条例」などに基づき引き続きバリアフリー化を推進すると
ともに新規施設については計画段階からのユニバーサル
デザイン化を検討して、利用しやすい施設等の整備に努
める。

公共交通機関事業者への要望

第１節　理解と交流の促進

障害者計画　第３章　誰もが快適に暮らせるまちづくり

鉄道事業者に対して、引き続き障害のある市民等に配慮
した駅舎への改築等について要望を行うとともに、バス事
業者にはノンステップバスの導入や停留所の整備などに
ついて要望を行う。

歩道の段差解消や歩車道の分離等を計画的に進め、市
民の理解と協力を得ながら安全に通行できる歩行環境を
整備する。
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基本
目標

施策
目標

基本目標 施策目標 取組・方針

身体障害者相談員・知的障害者相談員に対して必要な情
報提供等の支援を行い、相談活動の充実を図る。

市役所内の窓口に聴覚や視覚障害など障害の状況に配
慮した具体的な方策を検討する。

市が提供する情報については、点字、音訳等さまざまな方
法を利用して必要な情報が行きわたるよう提供体制を充実
する。

４．防災・救護体制の充実
今後も制度の周知と普及の促進を図る。

地域防災計画との連携を強化し、災害時要援護者となりう
る人たちの援護体制を整備するとともに、防災関連組織と
の協力体制を一層強化し、地域防災体制を整備する。

聴覚障害者用ＦＡＸ通報システム

緊急通報システム、福祉電話

防災危機管理体制の確立

民生委員・児童委員への情報提供と相談活動の充実

障害者相談員への情報提供と相談活動の充実

市役所の窓口対応における配慮

情報通信コミュニケーション技術を利用した利便性向上の
検討

行政情報の提供体制の充実

インターネット等を活用した情報提供・意見聴取・各種申
請など、ＩＣＴを利用した利便性の向上を検討する。

障害福祉課に設置している聴覚障害者用ＦＡＸを活用し、
迅速な情報提供を図る。

コミュニティバスによる利便性の向上

２．移動・移送サービスの充実

民生委員・児童委員に対して必要な情報提供等の支援を
行い、相談活動の充実を図る。

第２節　福祉のまちづくりの推進

公共施設以外にも多くの市民が利用する公共的な建築物
についても障害者専用または優先スペースを確保するよう
協力を求める。

現在運行している「きよバス」の利用の促進に努め、市民
の生活に必要なバス等の輸送の確保などについて検討す
る。

福祉有償運送事業者への支援

障害者専用駐車スペースの確保

福祉有償運送サービスを実施している事業者に対する支
援を行うことで、市民の移動の円滑化を図る。

３．情報提供の充実
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基本
目標

施策
目標

就労移行支援
就労継続支援（Ａ型）
就労継続支援（Ｂ型）

自立訓練（機能訓練）
自立訓練（生活訓練）

サービスの必要量を確保するための方策

サービス等利用計画を作成することにより、支給決定を受
けていても利用しない方の利用につながり、利用者のニー
ズに沿った支給決定を行うことに期待できるため、相談等
を通じて事業者との連携を図ります。

サービスの必要量を確保するための方策

児童発達支援
医療型児童発達支援
放課後等デイサービス
保育所等訪問支援

事業所の設置の動向を注視しながら、障害のある児童と家
族が安心して暮らせる環境と、ライフステージに応じた途
切れのない支援を充実します。

居宅介護（ホームヘルプサービス）
重度訪問介護
行動援護
重度障害者等包括支援
同行援護

サービスの必要量を確保するための方策

１　訪問系サービス

第４期障害福祉計画　第４章　　障害福祉サービス等の充実

障害に応じた支援が実施できるよう、研修の参加やサービ
スの質の向上への取り組み、サービス必要量の増加に対
応するためのサービス提供基盤の整備を図ります。

基本目標 施策目標 取組・方針

生活介護
療養介護
短期入所

２　日中活動系サービス

自立訓練（機能訓練）は介護保険サービスとの整合を図り
ながら、利用者の個別事情を勘案する必要があります。ま
た、自立訓練（生活訓練）はサービスを必要とする方の利
用が進むよう、引き続き関係機関からの情報収集を行いま
す。

短期入所についてはレスパイトや家族以外の他者になれ
ることを目的に利用する方が増えている一方で、緊急時な
ど必要が生じた際に利用できない状況があることから、必
要時に速やかに利用できる体制整備を図ります。

３　居住系サービス

安心した地域生活を送るために、需要と供給が結び付くよ
う、サービス提供基盤の整備を進めます。
また、施設入所について真に必要な方が利用できるよう、
ニーズの把握に努め情報収集に努めます。

サービスの必要量を確保するための方策

共同生活介護（ケアホーム）
共同生活援助（グループホーム）
施設入所支援

４　障害児支援体制の整備
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基本
目標

施策
目標

第４期障害福祉計画　第５章　　地域生活支援事業

当事者団体やボランティアセンターに登録している団体の
自発的な活動を支援し、障害のある方の社会参加につな
がる機会を広げます。

活動支援

自発的活動支援事業

理解促進研修・啓発事業

５　指定相談支援

障害者施設の紹介や作品の展示と販売を通して、地域社
会の理解と交流を促進します。
また、外見からわかりづらい障害や難病については、ヘル
プカード・ヘルプマークの普及を図りながら、障害の特性
や必要な配慮に関する理解を促進します。

障害者週間

｢社会的障壁｣を除去するため、関係機関と連携しながら啓
発活動を行います。広報・啓発活動

１　理解促進研修・啓発事業

３　相談支援事業

入居が困難な障害のある方に対し、入居に必要な調整等
の支援を行うとともに、家主等の相談に応じて障害のある
方の地域生活を支援します。

住宅入居等支援事業

住宅入居等支援事業

基幹相談支援センター

サービスの必要量を確保するための方策

一般的な相談支援事業に加え、特に相談支援の専門的
能力を有する職員を配置し、地域における相談支援事業
者等に対する指導・助言、情報収集・提供、人材育成の支
援等を行う基幹相談支援センターの設置に向けた検討を
行います。

安心した地域生活を送るためには、日常的なことやサービ
スに関する相談から支援につなげることが求められるた
め、関係機関との連携及び相談支援体制の構築を図りま
す。

２　自発的活動支援事業

サービスの必要量を確保するための方策

計画相談支援
地域移行支援
地域定着支援

基本目標 施策目標

基幹相談支援センター等機能強化事業

障害者相談支援事業

取組・方針

第４期障害福祉計画　第４章　　障害福祉サービス等の充実

申請から利用までの一連の支援が適切かつ継続的に提
供されるよう、事業所の確保及び人材育成等を支援しま
す。
また、地域資源のネットワークを活用して、専門的な相談
支援が実施できる相談支援体制を充実させます。
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基本
目標

施策
目標

４　成年後見制度利用支援事業

意思の伝達に支援が必要な方に対し、手話通訳者・要約
筆記者を派遣したり、市で開催する講演会等に通訳者を
派遣することで情報のバリアフリー化を図ります。

サービスの必要量を確保するための方策

手話通訳者派遣事業
要約筆記者派遣事業

介護訓練支援用具
自立生活支援用具
在宅療養等支援用具
情報 ・意思疎通支援用具
排せつ管理支援用具
住宅改修費

サービスの必要量を確保するための方策

在宅療養等支援用具の中には他制度により給付される品
目があり、他制度を利用していると考えられます。今後も必
要性の高い用具については対象品目に取り入れられるよ
う随時検討します。

６　日常生活用具給付事業

第４期障害福祉計画　第５章　　地域生活支援事業

基本目標 施策目標 取組・方針

成年後見制度利用支援事業

５　意思疎通支援事業

きよせ権利擁護センターと連携して成年後見制度の周知
を図ります。また、市民後見人の活用も含めた法人後見の
活動を支援することで、障害のある方の権利擁護を図りま
す。

成年後見制度利用支援事業

8



計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

障
害
者
計
画

障
害
の
早
期
把
握
・
療
育
シ
ス
テ
ム
の
構
築

療
育
シ
ス
テ
ム
の
構
築

5

清瀬市子どもの発達支援・交流セ
ンターが拠点となり、子どもや家
族に必要な療育が受けられるよう
総合的な地域療育システムを整
備する。

保育園等からの要望の多い巡回相談指導な
ど各事業を継続するなかで、特に下記事業に
注力した。
・＜ペアレント・グループ＞療育で児の支援を
進めていく中で、保護者への支援をどう担う
か、という点を今までは療育の報告、所属先と
の連携などに関しても個別の対応が主であっ
た。平成29年度は、子どもの行動の背景を理
解し、ストレスのない声掛けや伝え方について
グループワークを通して一緒に考えてみようと
いう試みをグループの形で共有した。
・＜保護者交流会＞通園児の保護者に向け
て、就学のイメージをより具体的に持っていた
だき、児童の個性にあった学校・学級選択に
資するため、かつての通園児の保護者を招
き、就学に限らず情報を共有できる機会を設
けた。

ペアレントグループ、保護者交流会共に、同
じ「とことこ」に通う親の立場で意見の交換がで
きたことは、大きな意味合いを持った。

A

【次期障害者計画に移行】
（1-（4）-10 集団保育における保育所等への
支援）

・＜ペアレントグループ＞
継続実施。7月現在、月1回開催している。
・＜保護者交流会＞
継続実施。6月に開催し、先輩保護者3人と通
園児の保護者8人が情報交換・交流を行っ
た。

ペアレントグループ、保護者交流会共に平成
29年度から始まった取り組みであり、保護者
に対する支援の充実が図られている。今後も
取り組みを継続する。

早
期
発
見
・
早
期
療
育

体
制
の
充
実 4

健康センターでの乳幼児健診事
業と清瀬市子どもの発達支援・交
流センターが連携して療育を必
要とする乳幼児への発達支援と
家族への早期支援が実施できる
体制を整備する。

・乳幼児健診事業を始めとする母子保健事業
から、療育が必要な乳幼児を、清瀬市子ども
の発達支援・交流センターや専門医療機関
等へ紹介し、乳幼児とその家族への早期支援
を行った。
・療育が必要となった乳幼児の家族へのサ
ポートについても、連絡会等を通じて引き続き
連携を図った。

B

【次期障害者計画に移行】
（1-（3）-8　早期発見と支援体制の推進）

継続実施。
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計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

障
害
の
早
期
把
握
・
療
育

シ
ス
テ
ム
の
構
築

健
診
後
フ

ォ
ロ
ー

と
関
係

機
関
連
携
の
充
実

4

早期発見機関としての「健康セン
ター」、早期療育支援機関として
の「清瀬市子どもの発達支援・交
流センター」、子育て全般に係る
相談等を担う「子ども家庭支援セ
ンター」の3センター体制を構築
し、虐待予防を含めた総合的な
福祉を推進する。

・発達健診事業から、療育支援が必要と思わ
れるケースについて、３センターが連携し、支
援方法や役割分担を確認しながら支援を行っ
た。
また、保護者からの相談や関係機関からの連
絡などから、健診前に療育の必要性を把握し
ているケースについては、集団健診ではなく、
より個別性の高い発達健診や子どもの発達支
援・交流センターを紹介し、保護者と乳幼児
の負担軽減を図った。

B

【次期障害者計画に移行】
（1-（3）-9 健診のフォローと関係機関の連
携）

継続実施。

障
害
児
保
育
の
充
実

障
害
児
保
育
の
充
実

5

子どもの多様性に応じて様々な
受け入れ体制を充実していくとと
もに、清瀬市子どもの発達支援・
交流センターで障害のある子ども
の理解を深めるための研修・講座
を実施して人材を育成するなど、
障害児保育の充実を図る。

・相談員からの助言、園内のカンファレンスに
より、障害児保育の理解を深め、保育を充実
することができた。
・研修を通じて障害児保育コーディネーター
の育成をはかり、園内にフィードバックして保
育の現場に活かした。障害の特性により、子
ども学園や療育病院などとも連携し、園児に
あった関わりを実施した。

A

【次期障害者計画に移行】
（1-（4） 障害児保育の充実・支援）

・子どもの発達支援・交流センターの巡回相
談を継続し、相談員からの助言、園内カンファ
レンスにより障害児保育の理解を深め、保育
の充実を図る。
・障害児保育に関する研修会や、まとめの会
を開催し障害児の集団生活の充実を図る。各
療育機関とも連携し、園児にあった関わりを実
施する。

学
校
教
育
・
学
童
保
育
の
充
実

学
び
や
す
い
教
育
環
境
の
整
備

4

教育委員会や教育関係団体等と
連携し、障害のある子どもたちが
学びやすい環境の整備を推進す
る。

・就学相談・巡回相談員、指導主事等の巡回
を通して東京都のリーフレットを参考にユニ
バーサルデザインの視点から校内環境の整
備を図った。
・個々の児童・生徒の実態に応じた指導の配
慮事項（合理的配慮の視点）を踏まえ、教員
の指導力の向上や児童・生徒への組織的な
支援の充実について全体研修や特別支援教
育コーディネーター連絡協議会の中で理解
啓発を図った。

B

【次期障害者計画に移行】
（1-（5） 学校教育・特別支援教育の充実）

・指導主事及び就学・巡回相談員が計画的に
学校を訪問し、校内委員会への参画等をとお
して特別支援教育に関する意見交換をすると
ともに、特別な支援が必要な児童・生徒の状
況を把握して実践的な解決の方法を見出す。

障
害
者
計
画
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計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

障
害
者
計
画

学
校
教
育
・
学
童
保
育
の
充
実

固
定
学
級
の
特
別
支
援
教
育

4

固定の特別支援学級に在籍する
児童・生徒に対して、障害に起因
する種々の困難を改善・克服し、
自立した社会生活を送るための
基礎を養う。

・小学校・中学校の特別支援学級の学習内容
が系統性のある内容となるように東京都の推
進するセンター的機能を活用しながら指導内
容及び指導方法の一層の充実を図った。
・学校生活支援シート（個別の教育支援計画）
及び個別指導計画の様式を市の統一様式に
移行しその活用について各研修会を通じて
理解啓発を図った。

B

【次期障害者計画に移行】
（1-（5） 学校教育・特別支援教育の充実）

継続実施

通
級
指
導
等
の
特
別
支
援
教
育

4

清瀬第八小学校の通級指導学級
において、引き続き個々のニーズ
に応じた教育機会を提供する。ま
た、小学校における特別支援教
育を進め、当該児童が在籍校で
ニーズに応じた教育が受けられる
ようにしていく。

・清瀬市特別支援教育推進計画（第三次実
施計画）の中で示した市内全小学校の特別
支援教室開設に向けた準備を進め、「特別支
援教室運営の手引き」及び「専門員の手引き」
を作成した。
・今年度から先行実施した市内小学校３校に
て臨床発達心理士等の巡回と合わせて定期
的に授業観察を行い、実践事例をまとめた。

B

【次期障害者計画に移行】
（1-（5）-12 特別支援教育の充実）

・清瀬市特別支援教育推進計画（第三次実
施計画）に基づき、新たに小学校6校で特別
支援教室を開設した。小学校は、全校拠点校
方式として、専任教員及び専門員が各教室に
常駐し、きめ細かな指導を実施する。合わせ
て、中学校での特別支援教室開設に向けた
準備を進める。
・臨床発達心理士等の巡回を継続して行う。

教
育
部
門
・
福
祉
部
門
・
保

健
部
門
の
連
携 4

障害のある子どもを持つ家族を支
える相談や支援など、教育部門・
福祉部門・保健部門の連携によ
り、就学前から就学中、就学後ま
での系統的な支援策を推進す
る。

・保・幼・小の接続の充実を図るため、保・幼・
小合同研修会を前年度より１回増やし、２回開
催して就学前施設と小学校の連携を一層強
化した。
・「就学支援シート」から「学校生活支援シート
（個別の教育支援計画）」（清瀬市共通様式）
へ移行し、その活用を図った。
・就学相談の巡回を通して、就学前の支援機
関と連携し、発達障害等への早期対応に努
めた。

B

【次期障害者計画に移行】
（1-（5） 学校教育・特別支援教育の充実）

・保・幼・小の接続の充実を図るため、保・幼・
小合同研修会を開催し、就学前施設と小学
校の連携した取組及び系統的な指導の接続
について一層強化する。
・就学前の支援機関に就学支援シートの提出
を依頼し、保育、幼稚園教育と療育・医療に
ついて小学校に確実に引き継げるよう連携を
強める。
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計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

障
害
者
計
画

学
校
教
育
・
学
童
保
育
の
充
実

学
校
に
お
け
る

「
総
合
的
な
学
習
の
時
間

」
を
活
用
し
た

福
祉
教
育
の
実
施

4

学校における「総合的な学習の時
間」を活用し、児童・生徒が特別
支援学校や障害者施設、高齢者
施設などを訪問するなどして福祉
や健康をテーマに掲げる課題学
習を推進する。

・各学校通常学級の教科等の学習活動にお
いて、福祉や健康をテーマに掲げる課題解決
学習を立案、実施した。その際、就学相談・巡
回相談員、指導主事等が通常学級の教員と
協議し、活動の目標を達成できるよう指導・助
言を行い、福祉教育の充実を図った。
・都立特別支援学校と小・中学校との交流活
動の一環として、学習発表会やスポーツ大会
を取り入れ、福祉について考える取組を充実
させた。
・障害のある方の保護者の会の協力を得て職
場体験活動を行い、特別支援教育及び福祉
教育の充実に努めた。

B

【次期障害者計画に移行】
（1-（5） 学校教育・特別支援教育の充実）

・教科等の学習活動において、児童・生徒一
人一人が参加できる場面を設定し、充実した
交流及び共同学習となるよう通常学級の教員
と特別支援学級等の教員との連携を強化す
る。また、就学相談・巡回相談員、指導主事
等が、活動の目標を達成できるよう指導・助言
を行い福祉教育の充実を図る。
・都立特別支援学校との副籍交流や学校間
交流において、オリ・パラ教育の障害者スポー
ツ等の体験を取り入れ、福祉をテーマにした
課題学習の充実を図る。
・地域の施設や体験活動を通して地域の方と
の交流等を積極的に進め、特別支援教育及
び福祉教育の充実に努める。

雇
用
・
就
労
の
促
進

障
害
児
放
課
後
等
育
成
事
業
の
実

施

5

特別支援学校、特別支援学級等
に在籍する障害のある児童及び
生徒を対象とした、障害児放課後
等育成事業は児童福祉法に基づ
く放課後等デイサービスに移行し
たが、今後も子どもの安全と自
立、福祉の増進を図る。

・平成24年4月に始まった放課後等デイサー
ビス事業は事業所が市内に9か所開設されて
いる。隣市にも多くの事業所が開設されてい
るが、利用者の希望に受け入れ枠が対応しき
れていない状況もある。
・地域自立支援協議会の専門部会 子ども部
会にすべての市内放課後等デイサービス事
業所の参加を呼び掛け、情報提供及び事業
所間の情報交換、支援のあり方に関する話し
合いを行い、適切なサービスの提供と支援の
質の向上につながる支援を行った。
・今後、サービスの質の向上が求められる。

A

【第１期障害児福祉計画に移行】
児童福祉法に基づく放課後等デイサービス事
業によって障害児の放課後等の療育を行っ
ている。
平成30年7月現在、市内に8事業所があり、療
育の質の向上について自立支援協議会（子
ども部会）等で議論している。
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計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

雇
用
・
就
労
の
促
進

清
瀬
市
障
害
者
就
労
支
援
セ
ン
タ
ー

ワ
ー

ク
ル
・
き
よ
せ
を
中
心
と
し
た

就
労
支
援
体
制
の
充
実

4

「清瀬市障害者就労支援セン
ター ワークル・きよせ」と公共職
業安定所、障害者職業センター
ほか関係機関ならびに事業所等
との連携を深め、障害のある人た
ちの就労支援体制を充実する。

・平成27年度から地域自立支援協議会の専
門部会として就労支援部会を設置し、障害の
ある方が働きやすい社会の創出を目指して取
り組みを検討している。平成30年4月に法定
雇用率が引き上げられるが、法が適用される
規模（従業員45.5人以上）の企業が市内に少
ないことから、障害者雇用の関心は高まって
いない状況にある。そこで、障害者雇用に限
らない就労全般に関する意識調査を発案し、
実現に向けた検討を行うこととなった。

B

【次期障害者計画に移行】
（2-（1）-14 清瀬市障害者就労支援センター
を中心とした就労支援体制の充実

就労支援部会などを活用して検討を継続す
る。

法
定
雇
用
率
の
維
持
・

向
上

5

市職員の障害者法定雇用率を現
在の水準の更なる向上に努める。

・障害者枠での採用試験を行った。
・予定外の退職等により6月１日現在の障害者
雇用率は、2.11％となり、法定雇用率の2.3％
を下回ったが、年度内には必要採用職員数
は０人となった。 A

【次期障害者計画に移行】
（2-（1）-15　法定雇用率の水準維持）

・法定雇用率及び法定雇用人数が充足でき
ない場合には、障害者枠での採用試験を実
施していく。
・平成30年度にも、障害者枠の採用試験を実
施する。

授
産
製
品
の
販
路
拡
大

3

授産施設や就労継続支援Ｂ型事
業所の工賃向上のため、パン等
の一部製品を市役所及びワーク
ル・きよせ以外の公共施設等への
販路確保や共同受注体制の整備
などの支援を検討する。

・平成25年４月に施行された障害者優先調達
推進法を推進するために、庁内関係課に働き
掛けながら、対象商品の購入や販路拡大及
び充実に努めた。
・市内に開設した事業所に市役所及び関係
施設で販売できるよう支援した。
・市役所の物品等調達実績（調達先は市内に
限らない）
　　平成25年度：15件　2,340,828円
　　平成26年度：22件　4,825,517円
　　平成27年度：26件　5,459,455円
　　平成28年度：28件　5,617,745円
　　平成29年度：30件　5,852,800円

B

【次期障害者計画に移行】
（2-（1）-16 障害者施設製品の販路拡大・物
品等の優先調達の推進）

継続実施。

障
害
者
計
画
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計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

雇
用
・
就
労
の

促
進

作

業

所

の

新

体

系

へ
の
移
行
の
支
援

障害者自立支援法の新体系への
移行を目指す事業所への助言や
東京都との連絡調整等、必要な
支援を検討する。

すでに完了している。 取組終了。

生
涯
学
習
の
充
実

3

清瀬市長期総合計画に基づき生
涯学習の機会と場の提供を図る。

・生涯学習の機会を提供するために、生涯学
習センターや指定管理事業者の運営する管
理施設において講座や教室の拡充を図っ
た。
・障害のある方が参加しやすい事業の開催に
努めた。

B

【次期障害者計画に移行】
（2-（2）-17　生涯学習の機会の充実）

継続実施。

ふ
れ
あ
い
事
業
の
充
実

4

障害のある青少年を対象とした
「青年学級」など、行事やグルー
プ活動を通じた社会参加や相互
理解を深め、地域でいきいきと過
ごせるような場の提供と更なる活
動の充実を図る。

・青年たちが地域活動に参加することで、
様々な体験を通して豊かな生活を送るよう、
学習会やバスハイクなどを実施し、活動支援
を行った。

B

継続実施。

図
書
館
サ
ー
ビ
ス
の
充
実

4

現在図書館で実施している対面
朗読サービスや音訳サービス、図
書の宅配サービスなど障害の状
況に配慮した各種サービスの更
なる拡充に努める。

・対面朗読やＤＡＩＳＹによる録音図書の作
製、宅配サービス、郵送サービス等、また、児
童に対してのサービスとして、清瀬特別支援
学校での読み聞かせを実施した。
・登録されている音訳ボランティア育成のた
め、講師を招き、読みや構成について学ぶ中
級講習会を実施したほか、毎月勉強会を実施
し、技術のレベルアップに努めた。
・図書館のホームページに音声読み上げソフ
トや文字の拡大、文字・背景色の変更ができ
る操作支援ソフトを導入した。

B

【次期障害者計画に移行】
（2-（2）-18　図書館サービスの充実）

・対面朗読やDAISYによる録音図書の作製、
宅配サービス、郵送サービス等の他、児童に
対してのサービスとして、清瀬特別支援学校
での読み聞かせを実施する。
・都立図書館主催の音訳者講習会に音訳ボ
ランティアの参加を募り、音訳技術・知識の向
上を支援する。
・対面朗読サービスの利用者増加に対し、担
当する音訳ボランティアの調整等を滞りなく行
う。

障
害
者
計
画

生
涯
学
習
の
充
実
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計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

障
害
者
計
画

障
害
者
ス
ポ
ー

ツ

、

レ
ク
リ
エ
ー

シ

ョ
ン

の
充
実

4

年1回実施しているスポーツ交流
会を更に充実して地域交流の活
性化を図るほか、国や都が主催
するスポーツ大会への参加の積
極的な支援、活動場所の確保な
どを関係機関に働きかける。

・市内の知的障害者通所施設が参加するス
ポーツ交流会を開催し、障害の重さにかかわ
らず、すべての人がスポーツの楽しさを体験
できる場を創出した。

B

【次期障害者計画に移行】
（2-（3）-19 障害者スポーツ・レクリエーション
の促進）

平成30年度も障害者スポーツ交流会を開催
することとなり、10月の開催に向けて協議を重
ねている。

文
化
・
芸
術
活
動
の
充
実

4

文化・芸術活動の場を充実すると
ともに、一般の文化・芸術活動の
場に障害のある市民が参加しや
すくなるよう環境の整備や必要な
支援を行う。

・「コミュニティプラザひまわり」及び「清瀬けや
きホール」は東京都バリアフリー条例に基づく
設備が整った施設であり、福祉、芸術及び文
化活動の場として活用された。
・「障害者の利用に係る公の施設の使用料等
の減免」制度により利用が促進された。

B

【次期障害者計画に移行】
（2-（3）-20　文化・芸術活動の促進）

継続実施

市

主

催

行

事

へ

の

参
加
促
進 4

市が主催する各種行事に、障害
のある人たちが積極的に参加し、
ともに活動する機会が確保される
よう、障害のある方々の意見を十
分に聞きながら、参加しやすい環
境を整備する。

成人式や市主催の講演会などに手話通訳者
を配置した。市報をはじめ、全戸配布する公
共刊行物の音訳版を作成し、行事等の情報
提供を充実させた。 B

【次期障害者計画に移行】
（2-（3）-20　文化・芸術活動の促進）
（4-（3）-31～34 情報アクセシビリティの向
上）

継続実施。

自
動
車
ガ
ソ
リ
ン
費
補
助
及
び
福
祉

タ
ク
シ
ー

利
用
助
成
事
業
の
実
施

5

経済的負担の軽減及び生活圏の
拡大等のため、引き続き本事業を
実施するとともに、制度の周知を
図る。

タクシー利用料助成については社会状況を
勘案し平成21年度に半年分の助成上限額
18,000円→19,800円へ増額した。
・平成27年度　　803人
・平成28年度　　826人
・平成29年度　　845人
自動車ガソリン費補助
・平成27年度　1,917人
・平成28年度　1,895人
・平成29年度　1,883人

A

各年度の予算に計上し継続実施

社
会
参
加
活
動
の
支
援

社
会
参
加
活
動
の
支
援
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計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

障
害
者
計
画

と
も
に
活
動
す
る
機
会
の
増
大

4

市民同士が地域で支えあいなが
ら暮らしていくために、障害の有
無にかかわらず、ともに活動する
機会を増やしていくよう努める。

・十小地域づくりの会（十小円卓会議）では地
域交流の一環として、市内一斉清掃に地域の
障害のある方も参加した。3月に開催した避難
所体験会では、視覚・聴覚に障害のある方や
高齢者等の要支援者対策への体験を実施し
た。また、七小円卓では、清瀬高校の防災訓
練と合わせた「円卓防災フェア」を開催し、地
域の危険個所を確認する街歩きの際に車椅
子体験を行い障害者理解を深めた。
・きよせふれあいまつりでは、障害のある方や
その家族が実行委員会の場から参加し自らの
活動を知ってもらう場を設けると共に、健常者
やこどもと音楽ステージに立ち、相互理解を
深めた。
・障害のある方の社会参加のためのボランティ
アコーディネートを行い、受け入れ団体と相互
理解を図った。

B

【次期障害者計画に移行】
（3-（1） 啓発・交流の促進）

・全体：継続実施
・十小円卓会議主催の防災訓練では、障害の
ある方も実行委員会に参画し、災害時の要支
援者に対する対応力の向上を図る。

啓
発
・
広
報
活
動
の

充
実

4

ノーマライゼーションの理解と実
践に向けた啓発・広報活動を継
続的に実施していく。そのため市
のホームページなどで障害者福
祉に関する情報を発信していく。

・ホームページに掲載する情報を充実させた
他、平成28年4月施行の障害者差別解消法
と、12月の障害者週間を市報で周知した。
・障害福祉関係のイベント会場でヘルプマー
ク・ヘルプカードを配布し障害者理解の啓発
を行った。

B

【次期障害者計画に移行】
（3-（1）-21　心のバリアフリーの推進）

継続実施。

啓
発
・
交
流
活
動

の
推
進

地
域
と
施
設
の
交

流
促
進

4

市内にある障害者施設の利用者
と地域住民の交流が活発になるよ
う、各種交流事業を支援する。

・各小学校区等における、円卓会議を通じ、
地域住民と福祉施設が交流・連携できる地域
づくりを目指した。
・障害者施設と地域交流サロンの活動者の交
流がより図られるよう、中間支援を行った。

B

【次期障害者計画に移行】
（3-（1）-22　地域と施設の交流を促進）

継続実施。

啓
発
・
交
流
活
動
の
推
進
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計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

障
害
者
計
画

「
障
害
者
週
間

」
の
普
及
・
啓

発
活
動
の
充
実

5

「障害者週間」の趣旨の周知とと
もに、市民の理解を深め、様々な
分野の活動に積極的に参加する
意欲が高まるよう普及と啓発を充
実する。

障害者週間（12月3日～9日）
①市報に障害者理解につながる記事を掲載
した。
②駅北口クレアビル４階クレアギャラリーで、
市内の障害福祉関係事業所を紹介するパネ
ルを展示した。
③市役所市民課ロビーで各事業所の作品を
展示した。
④12月2日に講演会「障害者差別解消法の活
かし方－具体的事例で考える－」を開催し、
58名の来場者を得た。

A

【次期障害者計画に移行】
（3-（1）-23 「障害者週間」の普及・啓発活動
の促進）

①～③継続実施。
④自立支援協議会などを活用し、普及・啓発
活動の展開について協議を行う。

イ
ベ
ン
ト
等
に
よ
る

市
民
交
流

5

市民相互のふれあいと福祉への
理解を深めるため、イベントやボラ
ンティア体験等、障害の有無に関
わらずより多くの市民が参加し、
交流できる環境をつくる。

・市民まつりに、多くのボランティアグループが
出店参加しボランティアの周知を図った。
・学校などの福祉教育では、障害のある方と
共に学びあう場を設けた。ここでは、障害者ス
ポーツを取り入れるなど、理解や交流を育み
やすい環境づくりを行った。

A

継続実施

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の

推
進

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
へ
の

総
合
的
な
支
援 5

ボランティアの自主性や自立性を
尊重しながら、希望する市民がボ
ランティア活動に参加しやすい環
境を整備する。

①手話、点訳などのボランティア講座のほか、
ボランティア入門講座では、障害者福祉施設
のボランティアコーディネータを招き、障害を
持つ方の個別性に応じたボランティアの考え
方をお伝えし、障害者福祉施設でのボラン
ティア活動につながりました。
②ボランティアグループの活動場所、備品等
の使用調整。

A

【次期障害者計画に移行】
（3-（2）-24　ボランティア活動の支援）

継続実施。

公
共
施
設
の
整
備
改
善

公
共
施
設
等
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
・
ユ
ニ
バ
ー

サ
ル
デ
ザ
イ
ン

化
の
推
進

3

公共施設等の整備にあたって
は、「東京都福祉のまちづくり条
例」などに基づき引き続きバリアフ
リー化を推進するとともに新規施
設については計画段階からのユ
ニバーサルデザイン化を検討し
て、利用しやすい施設等の整備
に努める。

・新庁舎の建設に当たっては、設計段階にお
いて障害のある方・高齢者等を含む市民から
意見を聴取し、進めた。
・既存施設の更新及び老朽化対策において
も、バリアフリー化・ユニバーサルデザイン化
を推進した。

C

【次期障害者計画に移行】
（4-（2）-25 公共施設等のバリアフリー化・ユ
ニバーサルデザイン化の推進）

・新庁舎建設に当たっては、聴取した意見を
反映させる形で設計を進める。
・既存施設については、都補助金を活用し、
公園トイレの洋式化を進める。

啓
発
・
交
流
活
動
の
推
進
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計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

障
害
者
計
画

公
共
施
設
の
整
備
改

善 歩
行
環
境
の
整
備

3

歩道の段差解消や歩車道の分離
等を計画的に進め、市民の理解
と協力を得ながら安全に通行でき
る歩行環境を整備する。

・緊急性や優先順位を見極めながら、段差改
良工事や安全施設の改善を行った。

C

【次期障害者計画に移行】
（4-（1）-26　歩行環境の整備）

清瀬市第六小学校前の市道0115号線におい
て、現在の片側歩道から両側歩道へと整備を
行い、歩行者の安全確保に努める。

公
共
施
設
の
整
備
改
善

公
共
交
通
機
関
事
業
者

へ
の
要
望

4

鉄道事業者に対して、引き続き障
害のある市民等に配慮した駅舎
への改築等について要望を行うと
ともに、バス事業者にはノンステッ
プバスの導入や停留所の整備な
どについて要望を行う。

・バス事業者については、ノンステップバスの
導入や停留所の整備などについて、引き続き
要望を行った。

B

【次期障害者計画に移行】
（4-（1）-27　公共交通機関事業者への要望）

鉄道事業者に対して、引き続き障害のある市
民等に配慮した駅舎への改築等について要
望を行うとともに、バス事業者にはノンステップ
バスの導入や停留所の整備などについて要
望を行う。

移
動
・
移
送
サ
ー

ビ
ス
の
充

実 コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
に
よ

る
利
便
性
の
向
上

4

現在運行している「きよバス」の利
用の促進に努め、市民の生活に
必要なバス等の輸送の確保など
について検討する。

市民1,000名を対象とし、地域公共交通に関
する市民アンケートを実施し、現状の公共交
通に関する状況や要望・困っている事等の把
握に努め、結果を地域公共交通会議で公表
し、施策について検討した。 B

【次期障害者計画に移行】
（4-（2）-28 コミュニティバスの利便性の向
上）

新座営業所管内でシステム改修を行うことに
伴い、運賃箱を公共交通機関で利用率が高
いIC付の機材に取り換えを検討する。

移
動
・
移
送
サ
ー

ビ

ス
の
充
実

障
害
者
専
用
駐
車
ス

ペ
ー
ス
の
確
保

5

公共施設以外にも多くの市民が
利用する公共的な建築物につい
ても 障 害者 専用 ま た は 優 先ス
ペースを確保するよう協力を求め
る。

・設置を必要とする案件に対しては、引き続き
東京都福祉のまちづくり条例を遵守するよう、
指導・助言を行うが、29年度は案件なし。

A

【次期障害者計画に移行】
（4-（2）-29 公共施設の障害者専用駐車ス
ペースの確保）

継続実施。
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計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

障
害
者
計
画

移
動
・
移
送
サ
ー

ビ

ス
の
充
実

福
祉
有
償
運
送
事
業

者
へ
の
支
援 5

福祉有償運送サービスを実施し
ている事業者に対する支援を行う
ことで、市民の移動の円滑化を図
る。

・国土交通省への登録には所在の市区の責
任で行うことになるため、登録に向けた支援や
補助金交付等を行った。
・事業が安全に継続的に運営され、高齢者及
び障害者等の福祉有償運送を必要とする方
の福祉の向上を図り、継続して同様の支援を
行った。

A

継続実施

行
政
情
報
の
提
供
体
制

の
充
実

5

市が提供する情報については、
点字、音訳等さまざまな方法を利
用して必要な情報が行きわたるよ
う提供体制を充実する。

・音訳利用者からの要望に基づき、ホーム
ページ上で公開している市報の音訳データ
を、従来のＭＰ３版と並行して、デイジー版で
も公開した。
・音訳利用者には市報に掲載される以外の必
要な情報を、市報用ＣＤを通じて提供した。

A

【次期障害者計画に移行】
（4-（3）-31　情報アクセシビリティの向上）

従来実施していた公共刊行物（全戸配布物を
対象）の音訳データ（MP3,デイジー版）のホー
ムページでの公開、希望者へのCDでの無料
配布の他、10月から市報のデジタルブック導
入に伴い、多言語（日本語を含む5ヶ国語）の
読み上げを同デジタルブック上で提供予定。

情
報
通
信
コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー

シ

ョ
ン

技
術
を
利
用
し
た
利
便
性
向
上

5

インターネット等を活用した情報
提供・意見聴取・各種申請など、Ｉ
ＣＴを利用した利便性の向上を検
討する。

・文字情報だけでなく、音声情報についても
積極的にホームページで公開し、利用者の
ニーズに基づく利便性の拡充に努めた。

A

【次期障害者計画に移行】
（4-（3）-31　情報アクセシビリティの向上）

市報デジタルブック導入に伴い、多言語（日
本語を含む5ヶ国語）の読み上げを同デジタ
ルブック上で提供予定。

情
報
提
供
の
充
実
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計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

市
役
所
の
窓
口
対
応

に
お
け
る
配
慮

4

市役所内の窓口に聴覚や視覚障
害など障害の状況に配慮した具
体的な方策を検討する。

・市役所新入職員に行う新人研修に於いて、
特別な配慮の必要な市民への対応方法の研
修を実施。また、選挙事務担当者への投票所
での配慮についての研修を行った。 B

【次期障害者計画に移行】
（4-（3）-32　選挙における配慮）
（4-（3）-33 障害に配慮した窓口対応の向
上）

継続実施。新入職員に行うユニバーサルマ
ナー研修を実施予定。

障
害
者
相
談
員
へ
の
情

報
提
供
と
相
談
活
動
の

充
実

5

身体障害者相談員・知的障害者
相談員に対して必要な情報提供
等の支援を行い、相談活動の充
実を図る。

・平成29年度に身体・知的相談員の改選を
行った。相談を行う部屋を確保し相談の場に
市担当者が必要に応じて同席することで、情
報提供を行い相談活動の充実を支援した。
 
　・身体障害者相談員　1名
　・知的障害者相談員　1名

B

継続実施

民
生
委
員
・
児
童
委
員

へ
の
情
報
提
供
と
相
談

活
動
の
充
実 5

民生委員・児童委員に対して必
要な情報提供等の支援を行い、
相談活動の充実を図る。

・制度やサービスに関する情報提供、研修の
機会を設けて、活動が充実するよう支援した。
・民生委員から複数の障害者等に関する情報
提供が行われており、普段からの連携を心が
けた。 A

継続実施

防
災
・
救
護
体
制
の
充
実

防
災
危
機
管
理
体
制
の
確
立

3

地域防災計画との連携を強化し、
避難行動要支援者となりうる人た
ちの援護体制を整備するととも
に、防災関連組織との協力体制
を一層強化し、地域防災体制を
整備する。

・避難行動要支援者登録については、引き続
き名簿整備を進めた。
・市内の社会福祉施設や庁内の防災防犯
課、地域包括ケア推進課等と連携し、名簿に
登録された方について、個別の避難支援体
制の確立に取り組んだ。
・総合防災訓練に合わせて、福祉避難所開設
訓練を実施した（老健たけおかにて実施。移
送サービス事業所により車いすの障害のある
方を移送。）
・11月には障害者福祉センターでの、福祉避
難所開設訓練を実施し、発災から受け入れま
での手順等を確認した。

C

【次期障害者計画に移行】
（4-（4）-36　防災・救援体制の確立）

・避難行動要支援者登録について、引き続き
名簿整備を進めるとともに、個別計画の作成
も合わせて進めていく。
・総合防災訓練の実施に合わせ、福祉避難
所開設訓練等の実施を予定。

情
報
提
供
の
充
実

障
害
者
計
画
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計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

障
害
者
計
画

緊
急
通
報
シ
ス
テ

ム

、
福
祉
電
話

5

今後も制度の周知と普及の促進
を図る。

・福祉電話利用者の生活状況を把握し関係
機関と連携して、見守り等を行った。
・緊急通報システムの制度の周知に努めた。
・民間通報方式を取り入れ、利用を広めた。 A

各年度の予算に計上し継続実施

聴
覚
障
害
者
用
Ｆ
Ａ

Ｘ
通
報
シ
ス
テ
ム

5

障害福祉課に設置している聴覚
障害者用ＦＡＸを活用し、迅速な
情報提供を図る。

・新規に手帳を取得した方や転入者にＦＡＸ
機の利用を周知し、既に利用している方には
買替えの相談に応じた。

A

聴覚障害者用ＦＡＸに関する取り組みは終了
した。
現在は、聴覚障害に限らない障害者に対する
防災・救護体制の強化を進めており、避難行
動要援護者登録制度の利用や、防災訓練へ
の参加勧奨などを行っている。

第
4
期
障
害
福
祉
計
画

訪
問
系
サ
ー
ビ
ス

5

・居宅介護
　　（ホームヘルプサービス）
・重度訪問介護
・行動援護
・重度障害者等包括支援
・同行援護

平成2７年度
　　138人分／8,480時間
平成28年度
　　141人分／9,263時間
平成29年度
　　148人分／10,106時間

・平成27年度138人／8,230時間、平成28年度
146人／8,492時間、平成29年度143人／
8,088時間と利用実績が推移している。
・平成29年度の利用実人数は平成28年度より
も利用人数、利用実績とも減少し、見込み値
よりも少ない。主な理由は重度訪問介護の利
用時間の伸びが少なかったためである。
・行動援護は利用実人数と利用時間ともに平
成27年度に比べて約4倍に増えている。行動
援護資格を有するヘルパーが増えたことで利
用の増加につながったものと思われる。

B

【第５期障害福祉計画に移行】

平成30年度
　　155人分／8,575時間
平成31年度
　　160人分／8,648時間
平成32年度
　　165人分／8,933時間

日
中
活
動
系
サ
ー

ビ
ス

5

生活介護

平成27年度
　　174人分／3,515人日分
平成28年度
　　178人分／3,596人日分
平成29年度
　　185人分／3,737人日分

・平成27年度170人／3,397日、平成28年度
171人／3,224日，平成29年度167人／3,295
日と見込み値よりも少なくなっている。
・利用を見込んだ特別支援学校卒業生が他
のサービスを利用したことと、施設入所者が減
少し、日中活動の生活介護の利用が減ったた
めと思われる。

B

【第５期障害福祉計画に移行】

平成30年度
　　173人分／3,287人日分
平成31年度
　　178人分／3,382人日分
平成32年度
　　179人分／3,401人日分

防
災
・
救
護
体
制
の
充
実

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
必
要
量
の
見
込
み
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計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

日
中
活
動
系
サ
ー

ビ
ス

5

療養介護

平成27年度
　　 10人分／310人日分
平成28年度
　　 11人分／341人日分
平成29年度
　　12人分／372人日分

・平成24年４月の児童福祉法及び障害者総
合支援法改正により障害児施設に入所してい
る方が、18歳を迎えると障害者総合支援法に
基づく障害福祉サービスに移行することとなっ
た。
・平成27年度に障害児入所施設から2人が移
行して10人となった。平成28年度の入所者は
いないが、平成29年度に近隣市の施設が建
て替えにより増床し、3人が入所している。

B

【第５期障害福祉計画に移行】

平成30年度
　　13人分／403人日分
平成31年度
　　13人分／403人日分
平成32年度
　　14人分／434人日分

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス

5

短期入所
平成27年度
　福祉型 22人分／110人日分
  医療型  4人分／  24人日分
平成28年度
　福祉型 24人分／120人日分
  医療型　4人分／  24人日分
平成29年度
　福祉型 30人分／150人日分
  医療型　4人分／  24人日分

・平成27年度 （福祉型）21人／72日（医療型）
7人／39日、平成28年度 （福祉型）25人／107
日（医療型）6人／33日、平成29年度 （福祉
型）33人／150日（医療型）6人／34日
・平成29年度の福祉型は利用実人数が見込
み値を上回り利用実績は目標値と同じであ
る。医療型の利用は実人数、利用実績ともに
見込み値を超えている。市外の医療型短期
入所施設を定期的に利用する方が増えてい
るためである。

A

【第５期障害福祉計画に移行】

平成30年度
　福祉型 23人分／138人日分
  医療型  4人分／  20人日分
平成31年度
　福祉型 24人分／144人日分
  医療型　5人分／  25人日分
平成32年度
　福祉型 25人分／150人日分
  医療型　6人分／  30人日分

5

自立訓練（機能訓練）
平成27年度
    ７人分／77人日分
平成28年度
    8人分／88人日分
平成29年度
    9人分／99人日分

・平成27年度8人／85日、平成28年度4人／
68日、平成29年度6人／107日の利用実績で
ある。
・市内では清瀬市障害者福祉センターで実施
している。介護保険制度との調整を図りなが
ら、利用希望者の掘り起こしや関係機関との
連携に努めたが利用人数、利用実績ともに見
込み値を下回っている。

B

【第５期障害福祉計画に移行】

平成30年度
    4人分／48人日分
平成31年度
    4人分／48人日分
平成32年度
    4人分／48人日分

第
4
期
障
害
福
祉
計
画

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
必
要
量
の
見
込
み
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計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

3

自立訓練（生活訓練）
平成27年度
　　　5人分／  85人日分
平成28年度
　 　 6人分／ １０２人日分
平成29年度
 　 　6人分／  102人日分

・平成27年度6人／99日、平成28年度2人／
43日、平成29年度5人／58日の利用実績であ
る。
・市内に事業所がないので、近隣市の事業所
に通所している。知的障害者の利用が多いが
高次脳機能障害者への周知も進み利用につ
ながっている。

C

【第５期障害福祉計画に移行】

平成30年度
    5人分／85人日分
平成31年度
    5人分／85人日分
平成32年度
    5人分／85人日分

5

就労移行支援
平成27年度
　　24人分／432人日分
平成28年度
　　25人分／450人日分
平成29年度
　　27人分／486人日分

・平成27年度16人／259日、平成28年度16人
／205日、平成29年度23人／363日の利用実
績である。
・精神障害者の利用が多いため、体調不良な
どによって利用が継続しにくいことが利用日
数に影響していると考えられる。

B

【第５期障害福祉計画に移行】

平成30年度
    26人分／364人日分
平成31年度
    29人分／406人日分
平成32年度
    31人分／434人日分

4

就労継続支援（Ａ型）
平成27年度
　　11人分／209人日分
平成28年度
　　12人分／228人日分
平成29年度
　　13人分／247人日分

・平成27年度8人／155日、平成28年度11人
／205日、平成29年度13人／247日の利用実
績である。平成29年度には利用実人数、利用
実日数ともに増加し見込み値となっている。
・平成28年に市内に事業所が1か所設立した
が、利用にはつながっていない。近隣市の事
業所に通う精神障害者の利用が増えている。

B

【第５期障害福祉計画に移行】

平成30年度
    13人分／234人日分
平成31年度
    14人分／252人日分
平成32年度
    15人分／270人日分

5

就労継続支援（Ｂ型）

平成27年度
　　184人分／2,944人日分
平成28年度
　　191人分／3,056人日分
平成29年度
　　202人分／3,232人日分

・平成27年度179人／2,782日、平成28年度
191人／2,813日、平成29年度212人／3,222
日の利用実績である。利用実人数は見込み
値を超えて増えており、利用実日数も見込み
値に沿って増えている。
・利用者は精神障害者が増え（105名）、身体
障害者は1割である。
・平成29年度に市内に精神障害者対象の事
業所が1か所設立し、利用者、利用日数ともに
増えている。

A

【第５期障害福祉計画に移行】

平成30年度
    210人分／2,954人日分
平成31年度
    215人分／3,010人日分
平成32年度
    221人分／3,094人日分

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス

第
4
期
障
害
福
祉
計
画

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
必
要
量
の
見
込
み
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計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

5

共同生活援助
　　　　　　（グループホーム）

平成27年度　　　88人分
平成28年度　　　90人分
平成29年度　　　92人分

・平成27年度89人 平成28年度88人 平成29
年度101人となり、知的障害者、精神障害者と
も増えている。
・平成24年度からの3年間で市内に6か所設立
されたことで利用者が急増したが、その後は
市外のグループホームに入所する方が増えて
いる。

A

【第５期障害福祉計画に移行】

平成30年度　　　100人分
平成31年度　　　104人分
平成32年度　　　108人分

5

施設入所支援

平成27年度　　　61人分
平成28年度　　　60人分
平成29年度　　　59人分

・平成27年度57人 平成28年度54人 平成29
年度54人 内訳は知的障害者44人、身体障害
者10人である。
・高齢化による長期入院や共同生活援助（グ
ループホーム）への移行により、見込み値より
も施設入所者が減っている。 B

【第５期障害福祉計画に移行】

平成30年度　　　50人分
平成31年度　　　50人分
平成32年度　　　49人分

居
住
系
サ
ー
ビ
ス

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
必
要
量
の
見
込
み

第
4
期
障
害
福
祉
計
画
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計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

障
害
児
支
援
体
制
の
整
備

5

児童発達支援
平成2７年度
　28人分／364人日分
平成28年度
　28人分／364人日分
平成29年度
　32人分／416人日分
医療型児童発達支援
平成2７年度1人分／3人日分
平成28年度1人分／3人日分
平成29年度1人分／3人日分
放課後等デイサービス
平成2７年度
　73人分／584人日分
平成28年度
　75人分／600人日分
平成29年度
　76人分／608人日分
保育所等訪問支援
平成2７年度1人分／1人日分
平成28年度1人分／1人日分
平成29年度2人分／2人日分

・平成24年4月から児童福祉法サービスとして
新たに実施されたサービスで、平成27年度計
画から見込み値を設定している。
【児童発達支援】
・平成27年度26人／459日、平成28年度21人
／343日、平成29年度25人／341日の利用実
績である。利用実人数では見込み値を下回っ
ているが、利用実日数は見込み値に沿ってい
る。
【医療型児童発達支援】
・平成29年度から1人が市外の事業所を利用
している。
1人／3日
【放課後等デイサービス】
・平成27年度79人／900日、平成28年度106
人／1,256日、平成29年度110人／1,454日の
利用実績である。利用実人数、実日数ともに
見込み値を大きく上回っている。
・放課後等デイサービス事業は事業所が市内
に9か所開設されているが、受け入れ枠が足り
ず他市の事業所を利用する方もいる。利用者
の希望に対応しきれていない状況がある。
【保育所等訪問支援】
・平成27年度2人／2日、平成28年度1人／1
日、平成29年度1人／1日の利用実績である。

A

【第１期障害児福祉計画に移行】

児童発達支援
平成30年度
　22人分／330人日分
平成31年度
　26人分／338人日分
平成32年度
　27人分／351人日分
医療型児童発達支援
平成30年度2人分／8人日分
平成31年度3人分／24人日分
平成32年度3人分／24人日分
放課後等デイサービス
平成30年度
　107人分／1,391人日分
平成31年度
　116人分／1,508人日分
平成32年度
　124人分／1,612人日分
保育所等訪問支援
平成30年度1人分／2人日分
平成31年度1人分／2人日分
平成32年度1人分／2人日分

相
談
支
援

5

計画相談支援
(サービス等利用計画の作成)

　平成27年度　20件
　平成28年度　11件
　平成29年度　11件

　1か月あたりの見込み値

平成27年4月からすべての障害福祉サービス
等を利用する方にサービス等利用計画の作
成が必要となり、第4期計画から見込み値を設
定している。
　平成27年度　16件
　平成28年度　18件
　平成29年度　23件
・介護保険法によるケアプランとセルフプラン
を含めた計画達成率は100％である。今後、
セルフプランの方にはサービスの更新時など
に、サービス等利用計画へ変更を勧めて行
く。

A

【第５期障害福祉計画に移行】

平成30年度　24件
平成31年度　25件
平成32年度　26件

　1か月あたりの見込み値

第
4
期
障
害
福
祉
計
画

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
必
要
量
の
見
込
み
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計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

広報・啓発活動 ・平成29年に市役所新入職員研修に於いて
ユニバーサルマナー研修を実施し、研修の中
で聴覚障害のある職員から聴覚障害の理解と
対応を学んだ。
・選挙事務担当者に投票所における障害へ
の配慮について研修を行った。

B

【第５期障害福祉計画に移行】

・ユニバーサルマナー研修は継続実施する
（10月予定）。
・選挙事務担当者への研修は、本年度は選
挙が予定されていないため、実施予定なし。

障害者週間 障害者週間（12月3日～9日）
①市報に障害者理解につながる記事を掲載
した。
②駅北口クレアビル４階クレアギャラリーで市
内の障害福祉関係事業所を紹介するパネル
を展示した。
③市役所市民課ロビーで各事業所の作品を
展示した。
・障害者施設の紹介や作品の展示を通して市
民の理解を進めた。
・障害関係施設に参加を呼び掛けたことで、
関係機関の障害者週間に対する認識を高め
た。
④地域自立支援協議会主催の講演会「障害
者差別解消法の活かし方－具体的事例で考
える－」を開催した（12月2日）。

B

【第５期障害福祉計画に移行】
①②③継続実施
④講演会の実施予定はなし。

自
発
的
活
動
支
援
事

業

4

自発的活動支援 ・手話奉仕員養成研修受講者が継続して学
習するための支援を行った。
・視覚障害者団体、身体障害者団体、高次脳
機能障害者家族会の活動を支援した。 B

【第５期障害福祉計画に移行】
・手話奉仕員養成研修は継続実施。
・視覚障害者団体に活動場所の提供を行っ
ているほか、身体障害者団体の活動も支援し
ている。高次脳機能障害者家族会について
は、ネットワーク協議会の市民交流会のため
の会場を提供する（平成31年1月開催予定）

理
解
促
進
研
修
・
啓
発
事
業

3

第
4
期
障
害
福
祉
計
画

地
域
生
活
支
援
事
業
の
充
実

26



計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

障
害
者
相
談
支
援
事
業

5

障害者相談支援事業　2か所

　・社会福祉法人
　　清瀬市社会福祉協議会
　・社会福祉法人
　　椎の木会

・障害のある方の困りごとについて、当事者・
保護者・関係機関等からの相談を受け、福祉
サービスの利用援助・専門機関の紹介、情報
提供、助言等により問題解決の支援を行っ
た。
・問題解決のために、市障害福祉課、特定相
談支援事業所、権利擁護センター等と連携し
た。

A

【第５期障害福祉計画に移行】

障害者相談支援事業　2か所

困りごとの相談に対しては、ふさわしい窓口の
紹介や助言を行うとともに、適時に支援者会
議などを開催して関係機関と連携している。

基

幹

相

談

支

援

セ

ン

タ
ー

等

機

能

強

化

事

業

5

基幹相談支援センター ・地域自立支援協議会 専門部会の相談支
援部会において、設置についての検討を行
い、また、市職員がすでにセンターを設置して
いる３市の視察を行った。検討の結果、当市
においてはセンターは設置せずに、既存の関
係機関との連携を深めることや関係者のスキ
ルを高めることで対応することとした。

A

【検討終了】

基幹相談支援センター設立に関する検討は
終了した。
今後は、既存の相談支援専門員のスキルアッ
プ支援や、関係機関同士による支援ネット
ワークの強化を図る。

住
宅
入
居
等
支
援

事
業

5

住宅入居等支援事業
（居住サポート事業）　1か所

　社会福祉法人　椎の木会

・賃貸住宅の入居が困難な障害のある方に対
し、入居に必要な調整等の支援を行うととも
に、家主等への相談・助言を通じて障害のあ
る方の地域生活を支援している。 A

【第５期障害福祉計画に移行】

居住サポート事業　1か所
（社会福祉法人　椎の木会）

成
年
後
見
制
度
利
用
支
援

事
業

3

成年後見制度利用支援事業

　平成27年度　　　2人
　平成28年度　　　3人
　平成29年度　　　4人

　平成27年度　　　　　 　0人
　平成28年度　　　　　 　2人
　平成29年度　　　　 　　0人

・きよせ権利擁護センターと市障害福祉課及
び相談支援事業所が連携して、成年後見制
度の利用が必要な方に支援を行った。数値で
は65歳未満を計上しているが高齢の障害者
の相談は増えている。

C

【第５期障害福祉計画に移行】

　平成30年度　　　2人
　平成31年度　　　2人
　平成32年度　　　2人

地
域
生
活
支
援
事
業
の
充
実
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計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

意
思
疎
通
支
援
事
業 4

手話通訳者派遣事業
平成27年度 派遣件数　135件
平成28年度 　　　　　　　140件
平成29年度 　　　　　　　145件

要約筆記者派遣事業
平成27年度　派遣件数 　1件
平成28年度　　　　　　　　 １件
平成29年度　　　　　　　 　１件

・手話通訳者派遣事業
　　平成27年度 派遣件数　            107件
　　平成28年度 派遣件数　            143件
    平成29年度 派遣件数           　 249件
・要約筆記者派遣事業 平成29年度　　1件

・転入の聴覚障害者に手話通訳者派遣制度
の登録を勧め、また既に登録している方には
利用の働きかけを行った。
・増加する派遣依頼に対応するため、登録手
話通訳者を9名に増員した。
・市が主催する説明会等に手話通訳者を派
遣し、聴覚障害者の情報保障に努めた。

B

【第５期障害福祉計画に移行】

平成30年度 派遣件数　152件
平成31年度 　　　　　　　154件
平成32年度 　　　　　　　156件

要約筆記者派遣事業
平成30年度　派遣件数 　1件
平成31年度　　　　　　　　 1件
平成32年度　　　　　　　 　1件

日
常
生
活
用
具
給
付
等
事

業

4

平成29年度見込み値

介護訓練支援用具　　　  11件
自立生活支援用具　 　　 19件
在宅療養等支援用具　　　4件
情報 ・意思疎通支援用具
　　　　　　　　　　　　   　　 26件
排せつ管理支援用具 1,690件
住宅改修費　                3件

　介護訓練支援用具　 　　　　 　 6件
　自立生活支援用具　　　　　　  12件
　在宅療養等支援用具　　　　　 　2件
　情報 ・意思疎通支援用具   　 17件
　排せつ管理支援用具　　　　1,638件
　住宅改修費                    　 　3件

・視覚障害者団体の要望により、視覚障害者
用防災機能付きラジオを支給対象用具に加
えた。

B

【第５期障害福祉計画に移行】

（平成30年度見込み値）
介護訓練支援用具　　　    2件
自立生活支援用具　 　　  20件
在宅療養等支援用具　　　  3件
情報 ・意思疎通支援用具 12件
排せつ管理支援用具   1,675件
住宅改修費　                  2件

地
域
生
活
支
援
事
業
の
充
実

第
4
期
障
害
福
祉
計
画
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計画
基本
目標

施策
目標

評
価

取組・方針 平成２９年度　 事業成果
進捗
状況

平成３０年度　 事業概要

第
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地
域
生
活
支
援
事
業
の
充
実

移
動
支
援
事
業

5

移動支援事業

平成2７年度
　　135人／1,341時間
平成28年度
　　145人／1,384時間
平成29年度
　　155人／1,427時間

＜人数＞
１年間の実利用人数見込み値
＜時間＞
1か月の利用時間見込み値

  平成27年度
実利用人数127人／１か月利用時間1,404

時間
  平成28年度
実利用人数148人／１か月利用時間1,671時

間
　平成29年度

実利用人数142人／１か月利用時間1,421
時間

・平成28年4月に支給要件と給付費の見直し
を行った。
・放課後等デイサービス事業の申請と同時に
申請する方は増えているが、実利用者数が
減っているのは放課後等デイサービスの通所
によると思われる。登校時の支援を行うヘル
パーや若いヘルパーの派遣の要望がある。
　

A

【第５期障害福祉計画に移行】

平成30年度
　　151人／1,404時間
平成31年度
　　152人／1,671時間
平成32年度
　　153人／1,675時間

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー

機
能
強
化
事
業 5

地域活動支援センター 2か所

　
　・社会福祉法人
　　椎の木会
　・社会福祉法人
　　清瀬わかば会

・地域生活支援センターどんぐり
　主に精神障害者を対象

・地域活動支援センターすきっぷ
　主に知的障害者・身体障害者を対象

利用者の拡大を図るため、平成29年5月から
主に知的障害者・身体障害者を対象とするセ
ンターの運営を、清瀬わかば会（すきっぷ）に
委託先を変更した。

A

【第５期障害福祉計画に移行】

地域活動支援センター 2か所

　
　・社会福祉法人　　椎の木会
　・社会福祉法人　　清瀬わかば会
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